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第１部 民族（Nation）と国家
第１篇 民族（Volk），民族（Nation），国家，人類
第１節～第６節（第３４巻第２号）
第７節～第１１節（第３４巻第３号）
第２篇 多民族国家
第１２節～第１４節（第３４巻第３号）
第１５節～第２１節（第３４巻第４号）
第３篇 民族（Nation）
第２２節～第２７節（第３５巻第１号）
第２８節～第３２節（第３５巻第２号）
第４篇 国家
第３３節～第３８節（第３５巻第３号）
第２章 現存の管区区分とその欠陥
Ａ．地方行政
第３９節 改革（以下，本号）
Ｂ．中間官庁行政
第４０節 現存の中間地域
第４１節 中間地域の目的に適った大きさ
第４２節 上位の中間地域と軍制的区分
第３章 改革の方法と目的
第４３節 改革委員会
第４４節 ベーメンにおける従来の県構想の不明確さと不十分さ
第５篇 連邦国家
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第１部 民族（Nation）と国家
第４篇 国 家
第２章 現存の管区区分とその欠陥
Ａ．地方行政
第３９節 改革
したがって，わが国の行政の管区区分は手の着けられない多様性という様相を呈している。この紛
糾がいかに生じたのか，詳細な研究により明らかになるのは，１８６７年以来，国家に対する新しい行政
課題が現われる都度，なんの体系性もなく，特別な活動のそれぞれのために新しい管区がつくられた
ということであろう。１８６７年以前の国家は，純粋な官憲国家（Obrigkeitsstaat）であり，それ以後は
じめて徐々に経済・社会国家になったので，新しい目的のために，はじめて新しい機関がつくられた
のである。それ以来，新しい行政課題に不可欠なものは，矮小であるがゆえに課題を担うことのでき
ない地域ゲマインデに任されるか，純粋に官憲的な性格のゆえに課題を遂行できない官庁に任される
か，はたまた別個に特別管区，コンクレンツ，混合委員会等々がつくられ，相互に関連のない機関に
よる上述のような紛糾が，国家活動をまったく損なうまでに至った。今日の現存のシステムは，１８７１
年の地方行政改革についての，駐英通信員ゴッシェンの次の言葉に最もよく表されている。「官庁の
混沌，課税の混沌，行政管区の混沌」である。１８７１年のイギリスの状態は，１９１７年のオーストリアの
状態である！
イギリスは是正策を講じた。混沌を克服するためのスローガンは，「地域割りの簡素化（simplification
of areas）」であり，この簡素化は１８７１年から１８９４年に至る一連の古典的改革によって成し遂げられ
た［原注１］。１８９４年３月１５日の教区および地区評議会法案（Parish and Distrikts Council Bill）が，その改革
を締めくくった。その結果はゲマインデ，ディストリクト，伯爵領といった行政管区への国土のまっ
たく統一的で均衡のとれた区割りである。行政管区はそれぞれの行政課題をまかされ，すべての偏っ
た管区区分は解消された。地域割りの簡素化は，自動的に「官庁の統一（unification of authorities）」
をもたらす。この要請についてはすでに「機関の結合あるいは統合の公準」（上述，第３６節）として
知られているが，イギリスの地方行政でも体系的に実現されているのが見られる。一つの管区では，
同一の段階のすべての行政官庁が同一の役所と同一の建物に集められ，一つ一つは単なる専門部局の
ように見える。秩序ある行政のこの二つの主要公準を，イギリスの改革はたくみに余すところなく実
現した。
わが国では，行政改革について多くのことが語られるが，その実現なくしてはわが国の行政の貧困
の克服が不可能であるような，この最も本質的な要請が明確に達成されることはない。既に与えられ
たわが国の今日の行政の地誌的な描写によって，混乱した多様性の後につくられるべき簡素化された
管区システムは明らかになっている。それは新たに組織される農村ゲマインデ（Landgemeinde），郡
裁判所管区のレベルでの郡，地方行政全体の総括委員会としての県である。この管区の重要性のゆえ
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に，われわれは表Ⅶにおいて，オーストリアの県の地誌的描写をおこなう。
詳細な説明と関連させることで，わが国で政治家や政党指導者をそそのかしているディレッタン
ティズムがどの程度のものか，いまや見極めることができよう。彼らは，まったく新しい区割りに
よって他の管区区分と関係なしに県をつくり，混沌をより増大させようとしているのだ。混沌に秩序
が与えられるべきなら，少なくとも行政県は司法県と一致させ，すべての同じ段階の官庁はこの管区
に移さねばならない。
この枠内で，大ゲマインデは有機的に接合され，それによって中間都市の一部は郡の，一部は県の
地位と体制を保持する（郡都市および県都市）。
したがって，県の本部所在地は，県裁判所，専門分野別に構成された県一般行政局，県代議機関，
財務区局，建設局，一つの県衛生機関と多くの慈善施設の所在地である。慈善行政の処理が県に委託
されていれば，郊外への福祉施設のまったく均衡のとれた配置が行われるであろう。さらに平均で，
一つの県に３ギムナジウム，２実業学校，２教員養成施設があれば，混合言語地域では二つの民族集
団を考慮しても十分であるので，まさに県は中等学校の監督にとってぴったりの組織であろう。ここ
でも県制度は，全国への教育手段の均衡のとれた配置をもたらすであろう。県あたり平均で，２から
３の商業学校，１２の実業学校，２の農業学校，約３０の特殊教育機関が，その目的にあたるだろう。ど
の民族，どの領域も軽視されることがないということを，県体制は最も確実に保障する。
確かにこれらの施設がヴィーンや地方主要都市にしばしば集中され，それによって地方の県にとっ
ての均衡が侵害されるので，これら任務のために，部分的な訂正が必要である。そこでゲマインデ体
制の再組織の後に県代議制度［原注２］の導入が考えられ，住民の意識が，想像上の空文句の抽象的な政策
にではなく，社会生活の現実問題に向けられるようにするために，県代議制度が非常に短期間にいか
に多くの実践的・社会的・具体的な諸任務にとりくまねばならないのかが考えられるのである。特に
プロレタリアートも，「市民階級の良心」を支持し，不断の督促者として，所有者の義務と国家権力
の繁栄に対するブルジョアジーの責任とを果たすようつねに国家権力に迫っている場合には，そうで
ある！ もちろんプロレタリアートがいなければ，県代議制度は容易に単なる要求議会や宣言議会に
なり，おそらくボイコットによって失敗することであろう。プロレタリアートはボイコットをしない
であろう。プロレタリアートの代表者だけが社会的諸制度をつくるのを任され，費用を直接税に割り
あてることになる。 税金箱に敏感な市民気質の持ち主は，ただちに後悔して議場に戻るであろ
う。
略述した県の諸任務に加えて，もう一つの任務がある。近代のすべての大国家の存立に関係があま
りないので，ばらばらに処理されることがある多くの案件がある。すなわち処理手続が中央官庁まで
達するには及ばないものである。主にゲマインデ制度および地方文化の若干の側面にかかわるこれら
の案件については，行政の循環は県内部で完結している。この場合には，ゲマインデが行政の下級段
階，郡（Bezirk）が中間段階，県（Kreis）が上級段階となる。それによって国家は相当に負担を軽減
される。逆に，立憲国の内閣は必ず多数党に支持され，その意味で管理されているので， 行政裁
判権が確実な救済を与えない場合 公民が偶然の多数派の党派的恣意にゆだねられるべきではない
ならば，内閣の決定から遠ざけておかねばならないような問題がある。たしかに県の自治が救済の権
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限を持たないような民族的な事柄には，これが当てはまる。ここはまだ，民族的な問題にとっての県
制度の意義を示す場ではない。
県行政のトップには，県代議制度があり，県庁の長で県代議制度の議長である県長官がいるであろ
う。彼のもとには，郡裁判所の所在地で任用されている郡長がいて，彼はこまごまとした案件に関す
る地方行政の遂行と自治体行政の監督について県長官から委任を受ける。また緊急の場合には，その
名前で，その委員として職務を遂行する権限がある。県長官は直接に県全体での国家的命令権を持
ち，完全な責任とを負う。彼は，その人格において，国家行政の単位であり，県代議制度と純粋な上
からの地方行政との結合を体現し，県役所における「上級段階の国家的地方行政」として，漸次的に
なされるべき国家の地域活動の様々な分野の総括を体現している。
表Ⅷ．スイスの地域区分
カントン
面積 人口
km２ ほぼ同じ面積の地域 １９１４年 ほぼ同じ地域
チ ュ ー リ ヒ １７２９．１０ ベーミッシェ・ライパ
ユングブンツラウ
５３５４９０ ピルゼン、エガー
プラハ近郊
ベ ル ン ６８８３．５２ ピルゼン
プラハ郡部
６６４０９０ プラハ郡部
ル ツ ェ ル ン １４９２．２９ ライヘンベルク
ベーミッシェ・ライパ
１７３１７０ ユングブンツラウ
ウ リ １０７４．３８ ライヘンベルク ２２８５０
シ ュ ヴ ィ ツ ９０７．９９ プラハ近郊 ５９３４０
オ プ ヴ ァ ル デ ン ４９２．９０ プラハ近郊 １７７４０
ニ ト ヴ ァ ル デ ン ２７４．７６ １４０１０
グ ラ ル ス ６８４．５２ ３３６１０
ツ ー ク ２４０．０７ ２９０９０
フ リ ブ ー ル １６７１．０９ ベーミッシェ・ライパ
ユングブンツラウ
１４３２６０
ゾ ロ ト ゥ ル ン ７９１．４０ プラハ近郊 １２１９３０
バ ー ゼ ル 市 部 ３７．０７ プラハ市部 １４３６００
バ ー ゼ ル 郡 部 ４２６．９７ ７８９３０
シ ャ フ ハ ウ ゼ ン ２９８．１２ ４７１００
アペンツェルA . − Rh . ２４２．４９ ５８８９０
アペンツェル l . − Rh . １７２．５９ １４９１０
ザ ン ク ト ・ ガ レ ン ２０１３．６７ ライトメリッツ ３１０７７０ ブートヴァイス、ピゼク
ライヘンベルク
タボール
グ ラ ウ ビ ュ ン デ ン ７１１３．５０ プラハ郡部
ピルゼン
１２０３４０
ア ー ル ガ ウ １４０３．４３ ライヘンベルク ２３８０３０
ト ゥ ル ガ ウ １００５．７７ ライヘンベルク １４１０１０
テ ッ シ ン ２８４３．４３ ケーニヒグレーツ
イーチン
１６１６７０
ヴ ァ ー ト ３２１２．３８ ブリュックス
クッテンベルク
３２８７７０
ヴ ァ リ ス ５２３５．２０ プラハ郡部
ピルゼン
１３１１４０
ヌ シ ャ テ ル ７９９．６０ プラハ近郊 １３４５８０
ジ ュ ネ ー ヴ ２８２．１１ １６２１１０
ス イ ス 全 体 ４１２９８．３５ ベーメン全体 ５１８４７．００ ３９９６４３０ ベーメン全体 ６７６９５４８
注
◎ニトヴァルデン、グラルス、ツーク、バーゼル郡部、シャフハウゼン、アペンツェル、ジュネーヴは、ベーメンの最小
の県よりもずっと小さく、ベルンとグラウビュンデンは、ベーメンの最大の県よりもずっと大きい。
◎２５のカントンのうち１９は、ベーメンの最小の県よりもずっと人口が少なく、ベーメンの最大の県よりもずっと人口の多
いカントンはない。
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管区の統一の公準は，郡においても，同じように適用されるべきであろう。郡長の活動報告は郡裁
判所と税務署の活動報告に一致する。衛生区および学校区は，同じ数に引き上げられ，同じ管区に編
入されるべきであろう。救貧行政と街区行政の管区および郡一般行政の全機関も一つの所在地および
建物に置かれるべきであろう。そうすれば，「下級段階の国家的地方行政」も，その外的な空間的存
在に従って，合目的および実践的に編成されるであろう。その内的な編成については，なお研究され
るであろう。
われわれが獲得した県のイメージは，すべての国家機能が統一され集中されている国家的な地方政
府のまとまった境界を示している。それゆえに，そのような領域は独立王国になりかねない。その証
明のために，表Ⅷにおいて，国家の標識を持つスイスのカントンをベーメンの県と比較してみよう。
それによれば，プラハ市部県（近郊を除く！）は，その人口においてバーゼル市部カントンを，はる
かに凌駕している。プラハ近郊県は，領域においてオプヴァルデンに，人口においてチューリヒに近
似し，プラハ郡部県は，領域においてベルンやグラウビュンデンに，人口においてベルンに近似し，
各県は一つのカントンにその似姿を見いだす。その際，領域において８カントン，人口において１９カ
ントンが，最小の県よりもずっと小さい。全体では，スイスは，領域の広さについてベーメンの５分
の１，人口については半分にとどまり，連邦国家として，２５の国家に分かれている。行政改革の必要
性と合目的性は，なによりも明白である。
Ｂ．中間官庁行政
第４０節 現存の中間地域
地方官庁と中央官庁の間に，国家の中に大きな地域を持つ補助的な中間部分が挿入される。中間官
庁である。その機能についてはすでに説明した［原注３］。中間官庁は，地方官庁や中央官庁とは違う特別
な任務を持っている。その運営は官僚的な機関によって最もよく保障される。
まず中間官庁は，国家行政の不可欠な機関ではない。幾つかの諸国ではそれはまったく存在しな
い。英国ではそうである。イングランドとウェールズには，１９１６年に，７５のカウンティ・バラ（County
Borough，伯爵領資格を持つ町）と６２の行政カウンティ（administrativ County，伯爵領）がある。平均
して，一つのカウンティには，イングランドで４７万人，ウェールズでは１０．７万人の住民がいる。一つ
のカウンティ・バラは，平均で，１３．７万人であり，そのうち，５万人以下が４，１０万人以下が１５，１０
万人を超えるものが４７である。その平均規模において，行政上の単位がわが国の県裁判所管区を超え
ていないとはいえ，英国には官制上の中間官庁が全くない。英国には地方政府も代官もいない。同様
に，フランスの県（Departement）は，主にその性格から地方官庁であり，郡（Arrondissement）の郡
長（Souspräfekt）は，決して官職ヒエラルキーの正規の部分ではない。形式的には彼は県長官
（Präfekt）と市長（Bürgermeister）の間に立っているが，市長の上役ではなく，市長に対して命令権
や変更権を持っていない。彼の指図は本質的には県長官の権限に由来するものに過ぎない。そえゆえ
民衆の小話では，彼は県長官のボワタレトル（boîte à lettre），すなわち郵便箱と呼ばれている。だか
ら，厳格な官僚的行政の母国であるフランスは，自治行政の母国と同様，中間官庁なしで済ましてい
る。県（Departement）の平均的人口が，わが国の県裁判所管区よりも３分の１多いが，その面積
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は，わが国の県が４４００平方キロメートルなのに対して，ほぼ約６２００平方キロメートルである。
二つの最も調和のとれた行政機構が，まさに二つの対立した組織原理から，すなわち一方では集権
主義と官僚主義，他方では分権と自治から出発しているにもかかわらず，まったく同じように中間官
庁を持たないということ，さらに，これらの原理のほかには，もはやそのようなものはないのだか
ら，また別の原理が適用されることはありえないこと。そのことを考慮すると，ヨーロッパのどの国
でももはや通用しないような中間官庁の過多を，わが国で見いだすのは，驚くべきことに違いない。
既に強調したように，民族的な争闘は，この制度を是認することはできない。どの帝室直属地も民族
的に区分されているのではないからである。もしも諸民族（Nationen）のまとまった居住地が中間地
域であったとしても，その状況は是認するに足るものではないであろう。諸民族にどのように譲歩し
ようとも，国家的問題の主要部分は共通のままであり，これらの全民族にとって共通の問題は，秩序
正しく処理されねばならないからである。それだから，今日県の上につくられている地域管区
（Gebietssprengel）を合目的性の観点から吟味してみよう。
県と大きな帝室直属地との間には，独特の中間形成物がある。平均して１万平方キロメートルの面
積で，ほぼ人口１００万人の，商業会議所と工業会議所のディストリクト（Distrikt）である。その性質
から，この地域は経済的な単位であるべきである。経済的な利益を代表するために，商業会議所と工
業会議所があるからである。確かに，この団体で代表されるのは，工業と商業の利益だけであり，こ
の領域が農業会議所の適当な土台であるか否かは疑問のままである。大きさから言えば，２種類の会
議所が同一の場所にあることが，確実で望ましいことである。工業労働者層は工業に従う。しかしな
がら労働者会議所の組織はいつも商業会議所に繋がるにちがいないであろう。会議所制度がつくられ
れば，管区を整頓することに注意が向くであろう。
平均ほど人を惑わせるものはない。地域構成は，非常に大きな差異を示している。不調和はわが国
の行政の一般的な特徴である。９５平方キロメートルしかないトリエステの会議所を除けば，面積
は，２０００平方キロメートル（ラグーザ），２６００平方キロメートル（フェルトキルヒ），２万平方キロ
メートル（ヴィーン），３万９３００平方キロメートル（レンベルク）に至り，人口は，１０万人から３００万
人の間を変動している。いつものように，この組織分野でも，自然の形成物が，付帯的考慮によっ
て，すなわち帝国議会における除去された選挙特権を口実にして歪められている。自分のものと汝の
ものの問題においては，市民社会は実に厳格であるので，わが国の民事裁判制度だけは除外されてい
る。商業会議所組織がもっと均整のとれたものであったら，後に見るように，国家的中間官庁の新編
成にとって適切な土台となっていたであろう。
今日では，それは帝室直属地である。そこでは二つの機能が結合されている。最上位の自治政府地
域であり，国家的な中間地域である。しかも両方の機能において不適切なのである。まずわれわれの
関心をひくのは後者の機能である。何らかの国家機関に，空間的，物的および人的な行政手段に照応
して，権限を割り当てることができるということが，本当に言われねばならないのだろうか？ そん
なに分かりきったことを言う必要があるのか？ だが，わが国では分かりきったことがおこなわれて
いないということは，確かなのではないのか？ そう，帝室直属地，この「歴史的・政治的な個性」
が問題なのだ！ ガリツィアやチロルは歴史的個性で，政治上のシャムの双子であるベーメンは「政
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治的な個性」なのか？ ともかく，憂鬱な歴史ともっと憂鬱な現代政治は放っておいて，統計数字に
戻ろう。
代官所と地方委員会の権限を定めた立法者は， それ以外にはまったく考えられないのだが 
平均的タイプを想定して，特権の範囲を適合させたにちがいない。そのような平均的タイプが，広さ
においてほとんど千倍の隔たりがあり（ガリツィア－トリエステ），人口において５５倍の違いのある
（ガリツィア－フォアアールベルク）ような，帝室直属地にどのように適用できるのであろうか？
人口の平均はシュタイアーマルク，地域の平均はニーダーザクセンである。これらの主要帝室直属地
に権限を適合させても，なお役に立たない。ベーメンはなお平均の３倍，ガリツィアは５倍の地域を
持ち，前者は平均の４倍，後者は５倍の人口を持つ。事情はいっそう不都合である。
したがって，わが国の憲法体制におけるすべての騒動，権限の範囲を押し下げたり押し上げたりす
る集権主義的あるいは連邦主義的な絶えざる試みは，ある時はこの範囲，ある時はあの範囲を念頭に
置き，また根拠のない推論に帰着するにすぎない。その調整はよそには適用できないからである。結
局は不可能な課題に突き当たることになるこの絶えざる試みは，すでに笑うべきものになりつつあ
る。われわれが国家，つまり「大地に根ざす有機体」でありたいのなら，有機体の一般的法則，諸構
成部分の相互関係と均衡の法則を知らねばならない。その際，機械的な平等主義を考えるのではな
い。大地に根ざすということはもちろんそのようなことはではない。自然を拒絶せず，しかも国家を
可能にするような，自然と国家との間の理性的な妥協に努めなければならない。
不均等を無視すれば，もともと問題は次のようなものである。原則としては，この地域区分変更と
は，同時に国家的な中間審級と自治政府団体の問題だと考えられるのではないだろうか？ 地方委員
会（Landesausschüsse）はそのようなものである。それについては一つの答えしかない。否！ 既に
言われたように，自治は二つの条件と結びついている。第一は，団体における内的利害の調和であ
り，第二にこの調和した利害と普遍的な国家利害との外的一致である。内的調和は小さな地域団体の
なかで与えられるにすぎない。したがって，より大きな領域では，職業や階級のような人的団体が，
集団利害の自己管理（自治）の要求を持って現われる。それゆえ，商業会議所，工業会議所，農業会
議所，労働者会議所，医師会，弁護士会があるのだ！ 本来の問題の処理ではなく，党派闘争や党派
支配だけが生じることのある巨大管区に，自治団体としての地域団体を設置するのは，何と奇妙な思
い違いであろう！ 邦議会での永遠の騒動は，わが国の法制度の有機的な産物であり，単なる田舎風
の無作法ではないし，もっぱら民族的な原因によるものでもない。小さな民族的に均質な地域では，
それはまったくありえない。だが混合地域では，だれかが「自分を」管理するなどと，どうして想像
できよう？ マジョリティがマイノリティを，ある者が他の者を支配し，誰も自分を管理（自治）す
る者はない。支配することは国家の排他的な特権であり，国家だけが可能なことである！ 既に３６節
で詳論したように，国家の執行権力の中間官庁は，自治体の自治を容認せず，官僚的体制を必要とす
る。地方委員会による行政は，単なる県ではないすべての帝室直属地において，行政技術的な欠陥で
ある。
だが，国家的中間官庁の課題は，経済的には異なっているが互いに依存している諸地域をまとめ，
利害の対立がある社会的生活の統一を保障し，利害の対立を小さくすることである。わが国の帝室直
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属地制度の全体は，たぐいまれな誤謬である！
では，わが国の帝室直属地は，少なくとも官僚的行政の中間官庁とは考えられるだろうか？ 国家
における中間官庁とはどうあるべきかを思い出そう。上に対する発議と提案，下に対する仲介と監督
である。これらは行政機関としての役割である。第二審級としての中間官庁と呼ぶ方がよい。それら
は地方官庁や中央官庁とはまったく違う機能を遂行しているからである。だがそれらは，行政裁判所
としては審級であり， 郡長と大臣との間ではなく 第一審級の行政裁判所と，周知のように管
区が帝室直属地とは結びついていないわが国の上級控訴裁判所のような行政裁判所との間に，均衡を
とりつつ編入されねばならない！
わが国の代官所はそのようなものではない。それは実質的区分システムに従って，専門的に整序さ
れている。しかも大きな帝室直属地では，属州制度がなお克服されていない内閣よりも十分に整理さ
れている！ プラハの代官所には，内務省よりも多くの部局がある。この中間官庁は，何という官庁
の妖怪であることだろう！ そこには２５０人の役人がおり，文部省，通商省，農業省を超える予算が
ある。この書類作成軍の一切の行動に対して，一人の代官が責任を持っている。この巨大なインク経
営体が，年に２５万の職務を片付け，代官のために毎日７５０の書類をつくっている！ そして，主人は
さらに突進する！ 内閣はこのような経営体をどの様に監視し，監督すべきなのか？ 代官所は侵入
不能な壁であり，そのもとでは，どのような縁者贔屓，どのような専制的恣意も可能である。中央官
庁は，訴願がなされる場合にだけ，その内部の出来事について知る。その上に，責任内閣制と議会に
よる監督がどのように考えられるであろう？ 第三の再審査の審級としての内閣が，第二の審級より
もはるかに専門家的に構成されていないのなら，一体どんな意味があるだろうか？
それにもかかわらず，代官所をあるがままに受け取り，個々の中間官庁を互いに比較してみよう。
ただちに専門性の後光が消え失せる。周知のように，個々の地域では，一般行政的地方官庁は，「歴
史的・政治的な個性」で区別される。チロルとファオアールベルクはインスブルックの代官所の支配
下にある。トリエステ，ゲルツおよびグラディスカ，イストリアは，トリエステの代官の下にある。
それゆえ帝室直属地ファナティズムにもかかわらず，あまりにも大きな差異は避けようとされてい
る。そしてその結果はどうか？ １９１４年の国家予算によれば，ザルツブルクの地方官庁には１８人（３
人の顧問），キュステンラントには３９人（９人の顧問），ニーダーエスターライヒには１０２人（１６人の
顧問），ガリツィアには２１１人（２８人の顧問），ベーメンには２２３人（３２人の顧問）の下書き役人がい
た。したがって最大のものは，最小のもの１０倍も専門分化している！ だから例えば，ザルツブルク
人，シュレージエン人，ケルンテン人等々としての私が，工業家として，郡長の決定の修正のため
に，中間官庁の専門的判断を望むなら，ザルツブルク，トロッパウ，クラーゲンフルトでそれを見い
だすことはない。レンベルクやプラハの代官所への代表派遣を請うべきなのか？ あるいは第二官庁
の決定と訴訟手続の費用は，内閣の専門的な決定を手に入れるための，第三官庁へのやっかいな迂回
路しか見なされないのか？ もし私がレンベルクからヴィーンに控訴し，内閣において属州制度が克
服されていなくて，専門区分がレンベルクにおけるほど完全なものではないということを知ったな
ら，どうであろう？ 人は好きなようにすることができる。どこにもシステムはなく，どこにも秩序
はない。至る所に同じ誤謬がある！
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表Ⅸ．プロイセンの地域区分
州・地方政府管区 面積（ヘクタール）
県 管轄区域
（警察管区・地
方市長管区）
州の人口
（１９１０年）総数 うち都市県
Ⅰ．オストプロイセン ２０６４１７５
１．ケーニヒスブルク １５７３９００ １５ １ ４７９
２．グンビネン １０９６６００ １４ ２ ３４７
３．アレンシュタイン １２０２６０１ １０ １ ２７５
Ⅱ．ヴェストプロイセン １７０３４７４
４．ダンツィヒ ７９６０５０ １２ ２ ２１７
５．マリエンヴェルダー １７５９８４５ １７ ２ ４３９
６．Ⅲ．ベルリン市部 ６５６２ １ １ ２０７１２５７
Ⅳ．ブランデンブルク ４０９２６１６
７．ポツダム ２０６４４２８ ２３ ９ ４７２
８．フランクフルト １９１９８２１ ２２ ５ ４８０
Ⅴ．ポメルン １７１６９２１
９．シュテッティン １２０８２６３ １４ ２ ２６４
１０．ケスリン １４０３７５０ １３ １ ３２２
１１．シュトラルズント ４０１３９４ ６ ２ ８６
Ⅵ．ポーゼン ２０９９８３１
１２．ポーゼン １７５２９４３ ２８ １ １１３
１３．ブロンベルク １１４６４３１ １５ ２ ６４
Ⅶ．シュレージエン ５２２５９６２
１４．ブレスラウ １３４９０５６ ２６ ３ ６４４
１５．リーグニッツ １３６１５１８ ２１ ２ ４２７
１６．オッペルン １３２３１２６ ２６ ７ ５０１
Ⅷ．ザクセン ３０８９２７５
１７．マグデブルク １１５２２０６ １９ ５ ３４８
１８．メルゼブルク １０２１４８０ ２１ ５ ３２２
１９．エアフルト ３５３２８４ １２ ３ １０６
Ⅸ．シュレスヴィヒ １６２１００４
２０．シュレスヴィヒ １９０１８９２ ２５ ５ ４５２
Ⅹ．ハノーファー ２９４２４３６
２１．ハノーファー ５７１７９９ １３ ２
２２．ヒルデスハイム ５３５２３０ １７ ２
２３．リューネブルク １１３４１３９ １６ ３
２４．シュタドル ６７８７６３ １５ １
２５．オスナブリュック ６２０４２９ １１ １
２６．アウリヒ ３１０７７４ ７ １
 ．ヴェストファーレン ４１２５０９６
２７．ミュンスター ７２５５２０ １３ ３ １０３
２８．ミンデン ５２６５０１ １２ ２ ５８
２９．アルンスベルク ７７０２３９ ２８ １０ １０４
．ヘッセン ２２２１０２１
３０．カッセル １００８４３３ ２４ ２
３１．ヴィースバーデン ５６１８００ １７ ２
．ライン諸州 ７１２１１４０
３２．コブレンツ ６２０７７５ １４ １ ９６
３３．デュッセルドルフ ５４７５４７ ２９ １４ １５７
３４．ケルン ３９７８４３ １２ ２ ９３
３５．トリーア ７１８４４９ １４ ２ １４７
３６．アーヘン ４１５５７８ １１ １ １５３
．ホーエンツォレルン
３６．ジグマリンゲン １１４２２４ ４ ７１０１１
全体 ３５０５２４９３ ５９７ １１０ ７２６９ ４０１６５２１９
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自己行政（自治）と国家行政を二元的に形成し，諸党派の上に立つ国家官僚が支配することがもは
やほとんどできない地域を，いわゆる自治に任すという誤った試みに乱されているだけではない。地
域の相対的な差異としたがってその専門整序の差異に乱されるだけではない。多数の帝室直属地は，
目的に適った処理をするには絶対的に大きすぎるのである。
第４１節 中間地域の目的に適った大きさ
ヨーロッパのどの国でも，わが国の代官制度ほど大きな国家行政上の中間地域を見いだすことはで
きないし，どこの国でも中間官庁は，わが国の地方委員会（Landesausschüsse）ほど重要な自治政府
権限を持っていない。
プロイセン王国は，ベルリン市のほかに，１３の州（Provinzen）に，あるいは，そう言うのがお望
みなら，歴史的な個性に分かれている。しかしながら，これらはもはや行政機能や立法機能を持って
いない。歴史的な諸ラント議会は，三月革命以前には，まだ王国的プロイセン諸国家の連合ラント議
会に統合されていた。その後継が今日のラント議会である。今日でもなお，その頂点には，本来の行
政機能を持たず，おもに代理義務を持つ州長官がいて，わが国では代官がいまでも行っている役割を
果たしている。正規の中間官庁は地方政府であり，正規の中間領域は地方政府管区
（Regierungsbezirk）である。ハノーファー州（Provinz）は６の地方政府管区に分かれ，ライン州は
５の管区に，オストプロイセン，ポメルン，シュレージエン，ザクセン，ヴェストファーレンはそれ
ぞれ３の管区に，ヴェストプロイセン，ブランデンブルク，ポーゼン，ヘッセンはそれぞれ２の管区
に分かれている。シュレスヴィヒとホーエンツォレルン州（Land）はそれぞれ地方政府管区であ
る。プロイセンの地方政府管区の平均的面積は９０万ヘクタールあるいは９０００平方キロメートルを超え
ているので，面積において，ほぼケルンテン，オーバーエスターライヒ，ブコヴィナに匹敵する。
平均人口は１００万人であり，シュタイアーマルクやメーレンのそれに匹敵する。だからわが国の中
位の帝室直属地は，国家行政のこのような中間領域によく適していることがわかる。もちろん中間領
域の機能については本質的な変更が加えられるべきであろう。
だが，一連の帝室直属地がそれに適していないことも確かである。それは大きすぎたり，小さすぎ
たりするからである。範囲で言えば，ニーダーエスターライヒ，シュタイアーマルク，メーレンは地
方政府管区の２倍，チロルは３倍，ベーメンは５倍以上，ガリツィアは８倍近くである。だが小さな
帝室直属地は当然にも地方管区（県）に過ぎず，中間地域ではない。
表Ⅸでプロイセンの地方政府管区区分を概観すると， 避けられない偏倚はあるものの すぐ
にその同質性と均衡に気がつく。管区の政府は県にとって純粋に官制上の上位官庁であり，プロイセ
ン全体では，５９７の県に分かれ，平均では，１地方政府管区に１６から１７の県である。大きな都市は周
囲から際立っていて，１１０の都市県（Stadtkreis）を形成している。県とゲマインデの間には，地方行
政の官制上の中間部分である行政区がある。
大きな連邦国家の行政組織は同様な基本タイプを示している。バイエルンには，１９１０年に，ベーメ
ンとほとんど同じ人口がいる。ベーメンの６７６万９５４８人の住人は，集権的かつ官僚的に邦都から管理
されているが，バイエルンの６８８万７２９１人は，６地方政府管区によって管理されている。それは，
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オーバーおよびニーダーバイエルン，オーバーフランケン，ミッテルおよびウンターフランケン，
シュヴァーベン，ラインファルツ，オーバーファルツという古い領邦区分および種族区分に照応して
いる。どの地方政府管区にも，６０万から１００万の間の人口がいる。ベーメンは歴史的には，ミッテル
ベーメン，ジュートベーメン，オストベーメン，ノルトベーメン，ノルトヴェストベーメン，ノルト
オストベーメンに分かれ，一つを例外として五つの商業会議所管区がこの区分に従っている。プラハ
の会議所は同時にミッテルベーメンとオーバーベーメンを管理していたのである。代官の代わりの州
長官とプラハ，ブードヴァイス，ピルゼン，エガー，ライヘンベルク，コリンの６地方政府長官がい
て，その下で県役所が地方行政をおこなっている。ベーメンにとっては，バイエルンの行政組織に相
当するものと言えよう。
ザクセン王国は，５県長官管区で構成されている。県長官管区は，地方政府区の規模（人口９０万
人）を持ち，その面積が一つの県に照応する３０の管区で構成されている。ヴュルテンベルクは４県
（ネッカー，シュヴァルツヴァルト，ヤークスト，ドナウ）と６４の上級区で，バーデンは４地方管区
と１１県と５３行政区で，ヘッセン大公国は３州と１８県で，エルザス・ロートリンゲンはそれぞれ５０万か
ら７０万の人口の３郡（オーバーエルザス，ウンターエルザス，ロートリンゲン）で構成されている。
この報告が証明しているのは，個々の国家によって違った呼び方をされているにもかかわらず，同じ
組織原理が，帝国の行政全体を根底において支配しているということである。５０万から１００万の人口
を持つ監視と監督のための純粋に官制上の中間地域があり，その下に，わが国でいえば歴史的な県の
規模の地方行政区，またその下に，県とゲマインデの間の中間部としての純粋に官制上の上級管区が
ある。わが国の混沌とした管区区分の評価から適当なものだと推論される大筋は，ドイツ帝国の行政
制度によって驚くほど確証されることがわかる。
では，さらにヨーロッパを見回してみよう。人口がベーメンとほとんど違わない（７４２万２７８４人）
ベルギーは，平均して８０万人の人口とブコヴィナとおなじ程の広さの９州（Provinzen）に分かれて
いる。ベーメンより人口の少ないオランダは，イストリアとクラインの間の平均人口の１１州に分かれ
ている。スペインの５００の州は，平均でケルンテンと同じぐらいの人口を持っているので，むしろわ
が国の県に相当する。１９１６年に３６５０万の人口を数えるイタリアは，中位の広さがニーダーエスターラ
イヒとオーバーエスターライヒの間で，中位の人口がシュタイアーマルクと同じくらいの，１９の州に
分かれている。これらの州は，わが国でいえば県の大きさの６９の県（Departements）に分かれてい
る。フランスは，行政上の中間官庁を全く持っていない。それは，平均４５万人の人口（クラインや
シュレージエンより小さく，エガー県やブリュックス県と同じくらい）の８７の県に分かれている。県
は下位管区（Unterpräfekturen）に分かれていて，フランスには自治的地方行政はない。
もし中央ヨーロッパの大きな地図に，最高段階の国家的地方行政の管区だけを記入するなら，そこ
ではわが国の県がおさまるくらいの，かなり一様な地域網が生じるであろう。プロイセンの地方政府
管区が，国家的行政の中間地域として表されるならば，わが国の大きな帝室直属地は，不釣り合いな
ものとしてこの網の目から突き出るであろう。このことは，それが中間地域として，いかに不釣り合
いで，いかに不合理なものであるかを示している。
まずこれまでの成果を確認しよう。プロイセンの地方政府管区の大きさで，オーストリアの平均的
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な商業会議所地区あるいはわが国の中位の帝室直属地の大きさの地域が，行政の正規の中間地域とし
て適当である。この理念的地域を地方（Landschaft）とか州（Provinz）と呼び，その頂点に，地方長
官（Landeshauptmann）と呼ばれる純粋に官制上の長を置くとしよう。それを補佐するのは，人民代
議制度ではなく，自由業の身分代表制度であり，また農業会議所，商業会議所，工業会議所，労働者
会議所である。これらの会議所の助言のもとに，その長は彼が支配する県の行政監督をおこなう。そ
れにしたがって，ベーメンは５から６の，ガリツィアは６から９の地方あるいは州に分かれる。
わが国の代官制は，支配する地域の大きさからみても，中間官庁の任務についての完全な誤解がそ
の権限の基礎となっているということかみても，異常なものである。上述したように，事件の解決が
中間官庁にふさわしいのは，行政裁判所としてのみである。その使命は，むしろ地方官庁の観察材料
を収集し，確かめることであり，それを中央官庁に対する発議と提案につくり上げ，上に媒介するこ
とである。それは中央指導部の指図を受け，さらに執行機関にそれを伝え，その実行を監視し，下に
媒介する。そのほかに業務監督一般がその義務であり，それは常設の監督機関である。個別の案件で
は，事件の性質から当然，中間官庁が再検討の最初の行政段階として機能することになる。だがこの
ことは常に例外的なことである。
わが国の代官制をこの正常タイプと比較すると，すぐに明らかに理解できることは，それが全体と
して失敗していることである。この誤りは，立法者の短見や洞察力のなさに発するものではない。そ
れは，憲法の反対者に行政領域で妥協しようとして，意識的になされたものである。そして，レンベ
ルクやプラハの代官所が，法的な見せかけとはちがって，人的および物的な現象と活動様式におい
て，現実には内閣であり，その地域を集権的に統治している。実際に， どんな条文も隠すことが
できないが わが国のヴィーンの内閣は，若干の帝室直属地だけを管理している。メーレン，シュ
レージエン，ブコヴィナおよび幾つかの小邦である。ガリツィア，ベーメン，そしてニーダーエス
ターライヒ，さらにオーバーエスターライヒ，チロル，ダルマチアでさえ独立の国家（Via−facti−
Staaten）としてほとんど自己統治されている。プラハとレンベルクの代官がたいていはオーストリア
で大臣になっているということは偶然ではない。それは，次のような体制に根ざしている。すなわ
ち，「小さな帝室直属地の内閣」 すなわちヴィーンの中央内閣 が，オーストリアでは多くの
点で無力であり，いわば単なる名誉職にすぎないということ，集権主義の見せかけは，帝室直属地の
最も完全な分離という事実を隠すものにすぎないということである。われわれは戦時の食糧管理業務
でそれをたっぷりと経験した！
ではその解決策はどこにあるのか？ 小さな国家行政上の中間地域をつくらなければならない。国
内的理由と他国の例を考えれば，３から５の県レベルの裁判所管区の大きさの地域，すなわち商業会
議所地区の平均的大きさと同じ程度の地域が，適当な管区である。それらは，適切な監督・監視地域
である。そこでは，国家行政への住民の参加の中間段階固有の形態を実現することが可能である。地
方行政における直接的行政参加，すなわち中間段階の会議所である。利害団体の組織，会議所と同業
組合，その他の経済的および技術的諸団体が，行政問題や行政法問題の専門家顧問団として，ひょっ
として審議委員として参加せねばならない。かくして中間官庁は，それぞれの場合に，専門家として
の固有の資格なしで，専門的に決定することができ，その際，役人ではない専門家にも発言の機会を
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与えることができる。だが中央官庁には，その地位によって中間官庁の偏った決定を改良し，その先
例によって徐々に行政を確実な軌道へと導く専門官僚が置かれる。
第４２節 上位の中間地域と軍制的区分
それにもかかわらず，プロイセンの地域区分を図式的に概観すると，地方政府管区（地方あるいは
州についてのわれわれの理念型）について，より上位の中間官庁が見いだされる。地方長官を長とす
るプロイセンの州（Provinz）である。したがってわれわれは，管区区分を，わが国で今日それがど
の様に行われているのかを追究し，そのようなより上位の中間官庁の基礎が今日すでに実際にどれほ
ど存在するのかを調べてみよう。
実際には，平均的帝室直属地の上位に，もっと大きな中間地域である歴史的な「政庁
（Gubernium）」がある。それは帝室直属地を，こちらでは結合し，あちらでは分割し，同じ大きさ
の管区をつくっている。旧来のマリア・テレジア時代以前の政庁とその管区は，帝室直属地排外主義
をもってしても廃絶し抹殺することはできなかった。今日の上級地方裁判所管区はこの地域形態を継
承している。１０の郵便・電信管理局も，１０の度量衡器検査所と同様，地域形態はわずかな変化しか示
していない。他方，鉄道管理局は国営化に伴う事情によって，わが国ではまとまった地域を管理して
いない。軍団司令部と地方司令部は，その区分に従ってではなく，その空間および人口の大きさに
従って政庁を管理し，同様に上位の中間官庁を管理している。近代の大国家の目立った特徴である軍
隊，裁判，交通が，これらの歴史的区分のなかに刻印されていること，少なくとも暗示されているこ
とがわかる。ダルマチアだけはうまくおさまっていない。それは，歴史的および地理的に，国家の非
有機的な付属物に過ぎないからである。南スラヴのまとまった領土も，地域整理を必要とするであろ
う。幾らかの整理によって，その管区が上級地方裁判所管区と軍制・地方司令部と一致し，同時に交
通管理の拠点でもあるような均衡のとれた区画がなされるべきである。われわれは，この管区を政庁
の歴史的な名前で呼び，その長には代官，その傍らには軍事司令部と交通管理局長を考えておく。政
庁の内部の人民代議機関の問題は，さしあたり未解決にしておく。
境界設定の実行と県（Kreis）と地方（Landschaft）の設置の後には，次のような政庁が考えられ
る。１．ヴィーン（ニーダーエスターライヒ，オーバーエスターライヒ，ザルツブルク，シュタイアー
マルク，ケルンテン，あるいは内部オーストリア），２．インスブルック（チロルとフォアアールベル
ク），３．トリエステ（キュステンラントとクライン），４．ツァーラ（ダルマチア），プラハ（ベーメ
ン），６．ブリュン（メーレンとシュレージエン），７．クラクフ（ヴェストガリツィア），８．レンベルク
（オストガリツィアとブコヴィナ）。すべては，講和条約締結によっても，従来のオーストリアの構
成部分が変わらないことを前提としている。
ものごとの普通の成り行きでは，国家組織の欠陥は，人民の中での漠然とした不快感と，官僚層内
部の不愉快な確執によってしか，明らかにならない。費用がかかり時間を食う重苦しい仕事を片付け
ること，文書の山と役人の群，対外関係の不毛と内部での権限争い，これらは状況の結果であり，最
近気づかれた住民の多くの苦情は，実際にそれを示している。だが数十年の怠慢と原則的欠陥のすべ
ては，ある場合に突然圧倒的な力で罰を受けることになる。戦争の場合である。どんな些細な悪行で
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さえ贖罪なしではすまされない。戦時の動員の成果が軍事行政だけに懸かっているなどと考えること
のできるのは，事情に精通していない者だけである。突然平時の仕事を離れ銃を持つように百万の人
民に呼びかけるあらゆる手段のうち半分以上は，一般行政官庁の手を通っている。すでに平時に，兵
員補充区司令官と郡長とは，軍団司令部と地方長官の一致した指図に従って，新兵募集の業務に取り
組んでいる。わが国では，その命令範囲は， そう言ってよいが 原則として決して一致しな
い。兵員補充区司令官は，まったく無関係な数の郡長と相対している。だから彼はどの個人に対して
も 動員の際でさえ 文書を書かねばならない。兵員補充司令部のほとんどの拠点である県レベ
ル管区に一つの官庁があれば，勤務命令で十分であり，非軍事官庁は，いずれにせよ緊急時には殺到
のためほとんど仕事のできない軍事官庁のために，文書の山を処理する負担を軽減することができよ
う。軍団司令官も，時間の損失が闘いの敗北を意味しうる瞬間には，２・３の地方長官
（Landeschef）と電信や書簡で話を付けなければならないが，あらゆる連絡手段，特に電信がなけれ
ば，徴発を成し遂げることは不可能である。知らずにおかした誤謬は，空間的に距離を取り，騒動で
見通しが悪くなることで，むしろ初めて明瞭になり，すでに手遅れになったときに正されることにな
る。近代の最も偉大な組織者であるナポレオン一世は，動員，すなわち兵員の補充，物資の補給の迅
速さが非軍事官庁と軍事官庁の協働に懸かっていることを，まことによく知っていた。戦争状態（état
de guerre）が宣せられると，非軍事行政は自動的に軍官の要塞司令官に移行した。非軍事および軍事
の管区と役職が一致し，この移行が技術的にのみ行われることが，必要である。戦役の勝利は，今日
では軍隊の勝利ではなく，国民学校教師から国家指導者に至る行政全体の勝利である。そして一般行
政の精神はそれにも関心を持っているのである。
すでに示したように，兵員補充区は領域としては県に匹敵し，軍団司令部ならびに地方司令部は，
潜在的にかつての政庁にほぼ匹敵する。それは，軍隊制度，交通制度（郵便，電信，軍隊移動と非常
に密接な関連にある鉄道）および裁判の適切な管区であった。それは決定的な管区区分である。そし
ていまやわれわれは全体像を見渡すことができる。その大要においては，それは，今日すでに，その
都度の必要のために，無計画に，意識せず，意図せずにつくり上げられ，混沌した領域の網の目から
姿を表している。
国家は，その最高行政機関が代官である「政庁（Gubernien）」 さしあたり古くさい表現を用い
る に分けられる。それは，プロイセンの地方長官のような，代表し，指導し，監督する機関であ
り，それゆえ特別な実体的権限を持たない。それは地方グループの政府全体の委員である。代官所と
ならんで，軍事地方司令部，上級地方裁判所，交通管理局，必要なら上級財務局が，同じ官庁所在地
に存在する。
これらの政庁は，小さな帝室直属地では，３ないしそれ以上の地方（Landschaften）あるいは州
（Provinzen）に分けられる。それらは商業会議所地区の平均的大きさで，ドイツでの国の地方政府
区に相当する。州の官庁は，本来の国家的中間官庁であり，地方政庁（Landeshauptmannschaft）であ
り，第二審級の行政裁判所である。この地域のトップには地方長官がいて，官庁には，顧問として次
のような職業代表機関が編入されている。商業会議所，工業会議所，農業評議会，労働者会議所，医
師会，公証人会，弁護士会である。会議所委員は，同時に第二審級の行政裁判所の参事会の参事であ
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る。
県における地方行政は，県長官の責務である。彼は同時に国家的地方政府の長であり自治行政機関
でもある。郡に派遣された主務官（Amtmänner）が，その補助機関として職務をおこなう。
郡主務官を使う県長官が，郡長に取って代わる。その官庁所在地には，そのような派遣委員は必要
ない。そこでは県長官自身が主務官の仕事を同時におこなう。
したがって，非常に大きな帝室直属地では，幾つかの地方政庁（小さな帝室直属地の地方政府
（Landesregierungen）に相当）とその上位代表機関と監督機関としての代官が，代官所に取って代わ
る。代官管区は，通例，その所在地の州の政庁管区と統合される。
そのような組織綱領がいかに構成的でユートピア的に見えようとも，それは今日すでに存在する管
区区分と官庁組織の現実の基礎の上に勝ち取られたものである。私は，すべての実際におこなわれて
いる地域区分を，どのような官職のためのものか，正確に研究することによって，表面に現れている
国家の陰にある国家が現実にどの様なものであり，あるいは少なくともどの様に理解されているのか
を，私の目論みにしたがって，見いだそうと試みた。事柄そのものの中に，すなわち官職の構成の中
に，個別の偏倚と多くの不備があるにもかかわらず，すでに認識しうる一つの制度がある。私の目に
間違いがなければ，わが国の行政の再組織において問題となるのは，現存する傾向の意識的で計画的
な拡張だけであり，手探りの試行に代わる制度と組織である。歴史的に生成したものの排除ではな
く，今日すでに歴史的なものとなっているが，なお今日の生活に影を投げかけているようなものの排
除，なかでも行政秩序への憲法目的の混入を生み出す二面性の排除が問題なのである。現在わが国の
行政がどのように組織されていようとも，このような混乱においては，死ぬことのできない残り物と
まだ生まれることのできない新たな芽の混合がある。私はこのことを証明したと思う。
行き渡っている概念混乱に従えば，誰かが私を極端な集権主義者だと呼ぶのを予見せねばならな
い。正反対が正しいと彼に保証することができる，と私は思う。というのは，行政課題全体の解決
は，県区分の遂行から判断されるように，一段だけ下へ，それゆえ中央から遠くに押しやられること
になると，思われるからである。私が質問者と自分を区別するのは，第一に，私が主権および分権を
連合および連邦と混同していないこと，第二に，組織における体系と秩序を要求している点だけであ
る。純粋な地方的な範囲の案件は最高審級にまで達しないので，その正しい解決のための担保があれ
ば，それに対して何の異論もだされないだろう。だから私はわからないのだ。秩序好みや体系癖とい
うのは，集権主義とどの程度違うものだろうか？ あるいは，恣意や無秩序というのは，当地で自治
と呼ばれているもののことでなのだろうか？
第３章 改革の方法と目的
第４３節 改革委員会
この１５年来，オーストリアの公衆は行政改革を求めている。本書の初版が出版されたのは，改革の
必要が初めて特に強まった時であった。だがその後，なにも変わらなかった。たしかに改革提案は
様々に論じられ，開戦の直前に，改革を研究し準備すべき帝室委員会さえ設置された。それは非常に
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尊重すべき個々の素材を明らかにしたが，確かな目標も確実な方途も示さなかった。
この失敗の根拠は，ほとんど古い秩序の利害関係者だけしか知られていないというところにある。
古い建物で全人生を送っていた優秀な行政官僚は，次のようなエマソンの言葉を証明した。まず人間
の精神が家を造り，その後で家が人間の精神をつくる。市民的民族諸政党の代表者たちは，そのよう
な利害関係者であることをさらに示した。行政問題を純粋な行政技術的なものとして取り扱わず，ま
ずその民族的な要素を取り除いていないので，それを理解することはできない。そうしなかったの
で，互いに矛盾する民族的な諸願望の混沌を必然的なものと考え，席に着いたときよりもいっそう混
乱して，協議のテーブルから離れることになった。純粋に行政技術的なことが不可欠で望ましいこと
を知るならば，諸民族（Nationen）がどのように秩序ある行政に参加することができ，また参加すべ
きなのかという問題を提起し，それに答えなければならない。
問題設定のこの誤りには，第二の決定的な欠陥がある。行政改革が技術的なものとして，特に国内
地域政策の問題であることが認識されていないことである。既存の管区区分が一体どのくらい役に
立っているのかを研究すること。この問題こそ，臆病にもあらゆるところで回避されているものであ
る。しかしながら，英国の地方行政改革の歴史がまったくはっきりと示しているのは，旧市民的で身
分的な行政から近代国家の経済的で社会行政的な行政への移行のためには，管区区分の変更が必要で
あるということである。一方での封建領主支配による住民の地域的グループ分け，他方での郵便馬車
の狭隘な交通事情によるグループ分けは，とっくに時代遅れになっている。帝室委員会のほとんどす
べてのメンバーは，精神的には従来の地域区分に固定され，その思考においては帝室直属地物神崇拝
の奴隷になっている。この精神的な柵を越えられない者はその眼を外に向けることができない。気後
れのため，帝室直属地を探るように見つめるだけで，ましてや改革的にそれを壊すことなどなく，
まったくどうしようもない状態になっている。帝室直属地を批判して，転覆者として登場するのをは
ばかっているので，逆に，帝室直属地がまだどのくらい維持されうるのかについて，明解な説明を得
ることもできない。「帝室直属地は解体されるべきだ」というスローガンはまったく誤解されて，い
ますべての境界がなくなり，地域政策上の混沌が現われることだと思われている。だがわれわれの研
究によれば，わが国の小さな帝室直属地のほとんどは，地方行政上の県になり，中位の大きさの帝室
直属地は下位の国家的中間地域として，すなわち地方長官のいる地方や州になり，最後に大きな帝室
直属地は本来の代官のいる上位の国家的中間地域として維持される 当然にも適切な境界調整が前
提となる。メーレンの飛び地やメーリッシュ・オストラウの維持しがたい行政状況も他の様々の境界
廃絶も先延ばしすることは許されないであろう。したがって，われわれの研究は，伝来の帝室直属地
を残さず根絶するものではない。われわれの研究が示しているのは，今日トリエステ，ゲルツ，グラ
ディスカ，イストリアがすでにトリエステの代官の下にあるように，最小の帝室直属地を地方行政単
位の地位につけ，中間地域に編入し，さらに中位と大きな帝室直属地を県に分類し，非常に大きな帝
室直属地を州に分類し，最後に軍事行政，交通行政，司法行政の目的のために統一した「政庁
（Gubernien）」をつくることだけである。この組織全体では，どの帝室直属地もその実際の大きさ，
人口，意義に応じて活動の余地を持つ。この場合，政庁と州への分類は官僚層と役職の増加を引き起
こさず，目的に合った専門部門整序が行われるだけである。大きな領域で合目的的に処理されるよう
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な専門的案件の場合だけに，政庁の所在地に唯一の専門部門を置くのではなく，幾つかの地方政府お
よび小代官所で同じ小部門を置くのは目的に合わずかつまた物入りなことである。
したがって行政改革委員会は，地域問題をほぼ回避することによって，課せられた任務に失敗し
た。まず第一の誤りは，それが封建君主的行政と自治的行政の既存の対立を超えることなく，本来の
ディレンマに迫らなかったということにある。それは次のような問題である。行政がどこでどの程度
まで官僚化されねばならないのか？ それはどこでどの程度まで自治化されねばならないのか？ 行
政技術的な問題である。一面では，官僚的偏見にしがみついて，近代の経済・社会国家における官僚
制はあらゆる行政段階においてもはや役に立つことはできないということがまったく看過されてい
る。だが他面では，身分的な二重行政への偏見が信奉者の現実の判断を妨げ，委員会では，わずかな
構成員を除いて，次のような意見は隠されている。それは，今日まで頭の中でも，現実にも持ったこ
とがないので，まず完結した地方行政をつくることが，オーストリアでは第一の課題であるというも
のである。
近代的国家行政一般の生成過程との比較でオーストリアの行政の生成過程について概観すること
は，委員会ではなかった。そうしていれば，世界では行政がずっと発展しているが，前世紀の中葉以
降のわが国の発展が停止していることは，明らかだったに違いない。そうでなければ，わが国があち
こちに種々のつぎはぎをほどこし，古い建物でどうにかやっているが，にもかかわらず古い建物は
まったく住めなくなって，つぎはぎが論理的には新しい建物の必要をもう告げているということに気
がついていたはずである。オーストリアの行政組織は，１８５１年の大晦日勅書と１８６８年５月１９日の法律
によってつくられ，本篇ではその検討をおこなっているのだが，その創造者の愚かな説明を聞こうと
しても，よく理解することはできないだろう。それは行政技術的には理解できず，政治的に理解すべ
きものである。当時の尊大なだけのドイツ人官僚層は，この形で国家機構のドイツ的性格が維持でき
るのを望んでいたが，それは当時の国内行政の範囲と内容に間に合っていた。最近５０年に，すべての
行政の政治的および技術的な前提と手段が変化したが，行政制度における並行的な変化は伴っていな
い。今日，組織の欠陥が突然に意識されるようになったのは，理性からの逸脱がもはや政治的に無益
で，まさに有害のものとなったからである。
政治的前提のすべてが変化した。官職の官僚的組織はナショナリズムを抑制しなかった。反対に，
ナショナリズムは官職を最優先の闘争対象にし，官僚制の統一を完全に解体した，プラハおよび，特
にレンベルクでは，代官所を特別な国家的精神の出撃拠点にし，目当ての国家部分の真の内閣にし
た。だが純粋に社会的に見れば，住民の支配の権限を持つ官僚層は，精神的および物質的に，とっく
に社会の諸勢力に凌駕されている。職務の物質的手段（建物，事務所等）は大きな会社のそれ以下で
あり，官僚の収入は中流の実業人のそれに遅れをとり，国家的役人の最高の教養と生活経験は市民の
専門的知識の総和に及ばない。社会は官僚的な当局をはるかに超えている。
行政の技術的前提さえも変化した。沢山の経済的および社会的な諸問題を国家的監督に組み入れた
ので，その任務は顕著に増大し， 素朴な意味で ヒエラルキーはもはや間に合わなくなった。
１８６８年５月の法律は，代官の手中にある一般行政のすべての権力内容を統一した。それは，あきらか
に代官の職務遂行にではなく，彼に従属する役所の職務遂行に責任を持たせている。彼は人格および
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個人として，管区における国家権力の担い手である。同様に，郡長は個人および人格として，彼の郡
における職権の担い手である。かくして郡長，代官，大臣という３人の個人だけが，その段階序列に
従って行政を行うのである。これは組織についての素朴な基本思想である。行政委員会はこの単線的
な単純さにあくまでもしがみついている。この３段階の個別行政は明らかに純粋な官憲政府について
のナポレオン的な理想に照応し，その首尾一貫した結果はバッハの思想に照応している。もちろんそ
れは，略取した州を抑えつけ，将軍，連隊長，中隊長というヒエラルキーを文民のなかに移行する機
構である。この単純な概念を，わが国はどこでも決して超えてはいない。
だが考慮すべきなのは，この３人の個人が行政を行うだけでなく，行政訴訟において裁判をもすべ
きことである。諸審級に整序された行政裁判ではなく，行政裁判所においてだけ破棄手続きがなされ
るからである。そうでなければ審査会議のものになるはずの，構成要件と法規の詳細な考量を必要と
するすべての機能が，ここでは公的生活のあらゆる出来事を注意深く考慮し執行するはずの同じ３人
の個人によっておこなわれるのではないのか！ わが国の行政は，膨大な量の行政法規によって徹底
的に法律化され，当局の自由判断はわずかの部分だけである点で，前世紀中頃のそれとは根本的に異
なっている。だから考慮すべきなのは，公法の全面的な拡大によって自由な行動領域を絶対的に制限
することがないにしても，判決という優先的な課題によって抑制されてしまうことである。 そし
て，同じ名前にもかかわらず，職務が半世紀前とは本質的に違うものとなっていることを理解される
であろう。
グナイスト以来半世紀で，執行行政の大部分は裁判行政に変化してしまった。われわれは，事後的
に抑制することでわが国の行政官庁を合法的なものにするという任務を引き受ける行政裁判所
を，１９７３年につくることで，この変化を不完全にしか体験することができなかった。
だから裁判行政は訴訟事件にあり，役職の序列にはない。行政裁判所の形での刑吏だけがいる。こ
の方策は最初は確かにうまくいっていた。それは本当の祝福であった。私はそれを取るに足らぬもの
とは思わない。だがその全体として見れば，それは１０年か２０年しか役に立たなかった。不断の立法に
より，行政訴訟は山のようにたまった。しかしながら，いわゆる行政官の１０分の９は司法官になって
しまい，破棄が第一審級への差し戻しではなく，第五，第六，第七の審級の開始を引き起こすかぎり
で，行政裁判所は実際にはまったく第四審級の役割に追いやられた。だから行政改革委員会は，県か
ら上では行政決定案件と行政訴訟案件を引き離し，行政訴訟案件を審級に応じて拡大された行政管区
という特別な道に向かわせるという結論に達するに違いない。われわれの説明によれば，県には第一
審級の行政裁判所，州には第二審級の行政裁判所，帝国の中心には第三審級としてこれまでの行政裁
判所があることになる。そのような制度は，行政機構をすぐさま大いに解放し，再び狭義の行政つま
り政府の行政の機関に，本来の活動領域を開き，迅速で目的を意識した行動を可能にする。
防衛指令，教育制度，宗教行政によって，さらには地方文化立法，工業立法，水利立法，鉄道立法
による経済的諸関係の調整によって，障害・疾病保険によって，衛生・獣医制度によって，最後に政
治・社会生活そのものによって，一般行政の諸機関に課せられている任務はしばしば拡張されたり，
ほとんど新しいものになっている。ここでは，行政の活動は主に法の適用，それゆえ司法的性質のも
のになる。法律案件の処理のために，すなわち構成要件の正確な確定と一つの法規にではなく驚くほ
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ど複雑な法体系へのその包摂とのために，誠実な法律家は時を必要とする。それゆえ代官個人が行政
をするという法的な想定は明らかに擬制である。プラハの代官は，毎日ほぼ７５０の業務を処理し，そ
の処理に責任を負わねばならない。判決を自ら捜し求め，言い渡す者だけが，それを仕上げる資格が
あり，それの責任を負うことができる。他の者が判決に署名すべきであるという単なる要求は不適当
である。だがそれがわが国の行政の法的な制度になっているのである。現在の組織の導入のときに
は，論究のまず最初に行政裁判があり，明確に認識された法によって個々の法領域が十分に限定され
ることはまだなく，国家活動の範囲はかろうじて今日の４分の１か５分の１であった。当時まだ理解
可能で十分でありえた組織は，今日ではどの点から見ても不十分である。
だから地域政策の新たな構築および官憲的な行政と行政裁判との分離が，行政改革の第二の目標で
あり，第三の目標は官僚主義と地方自治主義の間での合目的的な分業である。とりわけ地方行政の自
治体化が必要だと思われる。私は，それが必要な根拠を，本書の多くのところで，「オーストリアの
革新」との関連で詳論した。自治体としての県は，地方自治の担い手として，伝統的な間違った用語
法では，軍事・非軍事の案件についてすべての行政と裁判の最初のまとまった審級として，設置され
るべきである。そこでは官庁は，個人や個別機関ではなく，自治体そのものである。県議会によって
代表され，職員一同によって行政が行われ，そのトップには国家に任命された県長官自身がいる。こ
の自治体は郡とゲマインデに区分される。まず県で，封建君主的行政と自治的行政への宿命的な分裂
を克服し，真の自治政府を建設すべきである。従来国家を悩ませてきた自治体のなかのあらゆる官僚
制が県予算に引き取られ，中央行政は，今日ではもはや背負っていくことができなくなっている重荷
から解放される。したがって地方行政の自治体化は行政改革の第三の重要目標である。その討議のな
かで多くの重要で興味深い細部を犠牲にした委員会が，少なくとも三つの目標のうち一つを明確かつ
はっきりとさせていたならば，無限の意義をもつことになっていたであろう。
第４４節 ベーメンにおける従来の県構想の不明確さと不十分さ
わが国が行政組織の不十分性について初めて公式に告白したのは，ケルバー内閣が議会の第１６部会
に提出したベーメン王国の県政府の設置についての法律の草案である。その民族的な意義はここでは
まだ興味深いものではないので，われわれは秩序ある国家行政の視点からそれを評価しなければなら
ない。それ自身がこの視点から出発しているのである。第１節は次のように始まる。「一般行政の業
務活動の促進のために」ベーメンでは１０の県政府が設立される。草案は中間官庁の問題を取り扱い，
それを第７節で大いに扱っている。原則として，第一および第二の審級の県レベルの地域において従
来は代官所の管轄に属していた案件は，県政府にその処理を任される。従来は代官所が最終審級で
あった事件では，県政府が最終審級となる。
すなわち，率直に言えば，プラハの代官所は１０の代官所に分解され，１０の所在地に分割される。そ
れに照応する県政府は，第二の審級と考えられるので，県長官管区と呼ばれるものではなく，わが国
の「地方政府」あるいは地方長官管区である。期待されているのは，わが国の地方行政上の県ではな
く，中間地域としての州である。改革は中間官庁でおこなわれるが，実質的に変えるのではなく，た
だ縮減するにすぎない。
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縮減それ自体は この章で詳論するように 中間官庁にとってそれが有利であるという以外に
は言うことはない。６地方政府，多くても７地方政府で，ベーメンは間に合っているからである（既
述）。だがこの縮減は，第一の改革目標でもなければ，重要な目標でもなく，改革の外的な地域政策
的部分にすぎない。内部の実質的な変革が先行しなければならない。行政裁判における「裁判」を行
政官庁から取り除くことで，行政官庁に「行政」が可能になるのである。
それによって行政にとっての過重負担と住民にとっての差し迫った欲求とが同時に解決されるので
ある。行政のすべての法律事件で，今日では公民は四つの審級を訪れなければならない。行政の三つ
の審級と行政裁判所，そしてこの四つのすべてのうち，ただ一つの最後のものが彼に最後の判決の保
証を与える。行政的判断の問題における行政案件（決定案件）と厳密な意味での法の問題における行
政案件（認識案件）とを区別し，州都の所在地の行政裁判所を代官所から引き離し，地方官庁の認識
に対抗し，直接に地方行政裁判所および上級行政裁判所に訴訟手続きを始めることになる。同じよう
にして同様に行政と住民の要求が一致する。ケルバーの構想は改革のこの本質的な課題について考え
ていない。それは単純に既存の出来損ないの行政官庁を１０倍にして，それで任務を果たしたと思って
いる。
協議による分離の後に，初めて改革の分野が明らかになり，その軌道が自由になる。そのあとで純
粋な意味での行政に残るものが，初めて明らかになるからである。今日中間官庁に集められているが
らくたには，展望を見いだすことはできないからであり，特定の境界変更の合目的性についてのどの
ような判断にも不明確さがこびりついているからである。われわれがこの作業分割に達するまでは，
どの地域改革も疑わしいものである。管区が具体的な機能に適応していないので，今日では行政は二
つの異なった機能をおこなう。管理機能と裁判機能とである。可能でありそうなどちらの機能も異
なった管区を必要としている。現在の行政からは，どの地域改革でもある種の不調和と不確実性とが
生じ，その価値と合法則性に疑問が持たれるようになるにに違いない。
この不調和は，ケルバー内閣が目論んだ中間地域の正しさについての判断を困難にしている。内閣
自身，完全な確信は持っていなかったように思われる。内閣が１０県への区分以外に１４県への区分を可
能なものとして設立し，その草案に添えてより詳しく説明しているからである。県こそが地方行政官
庁でなければならないということについて不明確にしか考えていなかったので，それを代替案にした
のである。区分の根本原理が明確に確定して，はじめて間違いのない結果に到達することができるの
である。
ケルバーの県政府とは，第二審級，したがって小さな代官所というべきものであるということに着
目すると，１０の県であれ，１４の県であれ，県がまったく小さすぎるということが理解できるにちがい
ない。１０の県のどこでも，人口が小さな帝室直属地以下であるということは，認めなければならな
い。ブートヴァイス県はケルンテンかクラインに，クルディム県はブコヴィナに，エガー県はクライ
ンに，イーチン県はイストリアに，ケーニヒグレーツ県はケルンテンに，ライトメリッツ県はダルマ
チアかシュレージエンに，ピルゼン県はダルマチアかクラインに，プラハ県はオーバーエスターライ
ヒかチロルに，ライヘンベルク県はブコヴィナに，タボール県はケルンテンかクラインに匹敵する。
これらの帝室直属地に代官所と地方政府があるのと同様，これらの１０の県政府は存在可能である。だ
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が議論の余地なく必要で将来確実な行政裁判の分離に着目すれば，この中間地域はことごとく小さす
ぎ不適当なものであるように思われる。さらに，交通制度と国民経済の国家的行政が目的に応じて中
間官庁と密接に結びついていることを考慮すると，言語境界を顧慮することなく，経済に結びついた
地域が必要となるに違いないであろう。この動機から私は，上述のように，主に経済的利益代表であ
る商業会議所，農業会議所，労働者会議所および自由業の代表の管区を適切な下位中間地域と特徴づ
けた。今日ベーメンでは５商業会議所がある。ライヘンベルク県の南東部とプラハ県の東部を分離
し，コーリンを郊外とする新しい東部ベーメン地区に統合すると考えれば，私の判断では，中間官庁
に許容可能な最高値である６地方あるいは州ができることになる。それはベーメンにとって目的に
適っている。人口稠密で交通網の密な地域はより大きな中間地域に向いている。人口が多いほど，物
事を概観することが妨げられず，行政の諸部分の均衡が乱されないかぎりで，中間官庁の専門整序は
より集約的なものとなることが保証される。ブコヴィナ，ケルンテン，クライン，ダルマチア，チロ
ルは，ベーメンの州にとって異論のない手本となりうるものではない。
上述したように，この草案の県は，われわれの県と比較することができる。われわれの県は地方行
政地域である。そのようなものとしては，それは民族的に区分されねばならず，中間地域より容易に
できる。民族的に区分された地方行政地域は民族（Nation）自身にとってより意義のあるものである
だけでなく，統一的国家団体にとっても危険の少ないものでなければならない。下位官庁の改革は，
中間官庁の改革や審級をなす行政裁判管轄権の解体を目的とする改革よりも，差し迫ったものであ
る。適切で多様な地方行政は，国家と人民にとって最大の祝福であることは，よりいっそう強調され
なけれなならない。
ケルバーの法案の目的は，われわれの地方行政のあらゆる欠陥を示している。上述の法案の２１頁で
は次のように述べられている。「ベーメンの内部行政組織を一瞥すると，今日そこに９４の郡長管区が
あり２の市長管区があるが，１８６８年の一般行政官庁の組織に際しては，ベーメンには８９の郡長管区し
かなかった，ということがわかる。したがって，その数は５だけ増加している。だが今日緊急に分割
を必要とする郡長管区の数はもっと多い。空間的広さと業務の範囲に関して言えば，その職務領域は
まったく大きすぎるように見える。したがって郡長管区の数を根本的に増加しなければならない。」
行政的要求は，おもにわが国の官僚精神にとって非常に特徴的なやり方で，すなわち昇進問題およ
び序列争い問題として，すでに以前から明らかになっている。１８９９年の国家法案の目的については，
１２９頁で次のように言われている。「すでに数年来，重要な郡長管区の指導を代官所参事会に委任する
という要求が出され，幾つかの邦では，このために代官所参事のポストが組織され，あるいは当時ク
ラクフの郡長管区の指導者のために枢密院のポストが組織された。この新しい代官所参事会の創設の
目論みにより，昇進状況が根本的に改善されるだけでなく，これによって一般行政の長としての郡長
にふさわしい地位がある点で彼らに認められるはずであった。今は，郡長管区の官庁所在地で県裁判
所と財務区管理局があるところはどこでも，後者の官庁の長が，一般行政郡役所の幹部よりも高い地
位についている。その他に多くのところでは，軍隊の司令部およびその他の官職の幹部たち，さらに
高位聖職者や宗教界の高位者が，位階関係について考慮されるべきである。したがって，重要な郡役
所の幹部の地位の向上は，望ましいやり方で，彼らの権威と名声とを高めるのに寄与するはずであっ
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た。」
そしてベーメンの区分作業においては次のように言われている。
「一部の空間的に非常に広い一般行政地域に関しては，遠くの離れている郡の住民にとって行政官
庁との交通が可能な限り容易になるように，同時に郡長管区の所在地であるような個々の裁判所所在
地への，論議の的となった郡委員の導入が計画されている。この制度は，すでに１８４９年の行政官庁の
組織に際して始められ，完全に定評のあるものであった。しかしながら，１８５５年に郡の役職の組織に
よってそれは無効となった。第一審級の一般行政官庁（郡庁に変わる郡レベルの役所）の著しい増大
によって，個々の一般行政区の空間的広さが著しく減少し，これによってこの委員の任命の根拠も
まったくなくなったからである」（付録６０４，第７会議 １９００年，４１および４２頁）。
当初の目的では例外的な救済手段しか意味していないことが，原則にまで高められるよう要求され
ている。どの裁判所区でも，論議の的となった郡委員（長官）を一人！ このように廃れつつある郡
庁の代わりに，すべての重要な案件についての第一段階の行政官庁として，適当な大きさの領域を持
つ県レベルの役所を一つ！ その議長が同時に県長官であるような県レベルの代議機関が，この県レ
ベルの役所を庇護すべきである，というのだ。
ベーメンには，１９０１年１月１日に１５の県（県レベルの裁判所管区）があり，トラウテナウの裁判所
区をあらかじめ含めるならば，１６の県が生ずる［原注４］。この１６の県を地方行政の基礎とすれば，当時の
計画にしたがって 草案と付録６０４に従った郡裁判所の言語別の区分を前提として 県長官管区
に１４から１５の郡長官が従うことになり，県は同じ数の郡裁判所管区を包含することになる。この県レ
ベルの地域はもちろん軍隊の補充地区であり当時の第５クリアの選挙区と同じ数である。
しかしわれわれは，この地域区分の変更を気儘に選ぶことはできなかった。われわれは もちろ
ん平均で ，区分変更を県レベルの裁判所，財務区監督局，補充区司令部等々の管区と考え，それ
が第一審級の行政により（in maioribus）適していると判断した。同じレベルのすべての地方官庁の
一つの所在地への集中という公準によって，住民が官庁を訪問するのが容易になり，国家行政の統一
が可能になるのだが，それは，上述の同じ管区の官庁を同じ所在地に設置し，内務行政をおこなう県
レベルの職務につかせる もちろん絶対的な障害がないかぎりで のを促すものである。絶対的
な無理は，われわれが一つの国家のなかでしばしば統合（３６節参照）と分離を同時に見いだすところ
にある。プロイセンでは，領地，森林，直接税の行政を通例「政府（Regierungen）」の一部局がおこ
なうが，地方長官管区のハノーファー州では，内務省の政府部局の業務と固有の財務監督を，領地，
森林，直接税の政府部局がおこなう。しかしながら，可能な場合には，統合の必要を顧慮せざるをえ
ない。統合は分離よりも経済的で安くつき，住民にとっては好都合で，国家行政にとっては見通しの
よいものである。この原則に従って，われわれは歴史的な県の地域管区を優遇するが，ケルバーの管
区は，現存の地域網を顧慮せず，無関係にまったく新しい網の目体系をつくり，今日よりも網の目を
いっそうもつれたものにするものである。
たしかに，県の数を１６以上に増やすのは目的に適っている。一つには，それによって民族的な区分
が著しく簡単になり，さらにはベーメンの県裁判所管区の人口が非常に多くなるからである。帝国の
平均では，一つの県におよそ１３の郡裁判所があるが，ベーメンでは今日すでに１７ある。オーバーエス
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ターライヒ，キュステンラント，メーレン，シュレージエン，ブコヴィナ，ダルマチアでは，９から
１１の郡裁判所が上級裁判所の下にある。平均の１０郡がベーメンの県行政にとって適切な数であるかも
しれない。ベーメンでは，６地方長官管区の下にある２０から２２の県および県レベルの役所がある。歴
史的な数に対するこの増加は文化の発展に根拠があると思われる。１７１４年には１２県，１７５１年から１８４９
年には県と県レベルの部局は１６であった。それゆえ２０県から２２県への増加は驚くほどのものではな
い。だが，すべての軍事および非軍事行政，内務，経済，社会および司法行政が， 統合の必要か
ら 同様の一致した管区の増大を体験していることが前提である。
ケルバーの草案は，県について，それ以上は詳しく記述していないが，県代議機関を展望してい
る。しかしながら，行政の中間地域としての地方政府あるいは州は，自治体化を望まないし，それに
堪えられない。それは，本質的に，行政監督機関であり（既述），行政裁判所の管区である。二つの
機能のどちらにも，議会主義の余地はない。効力のないケルバー法案が，過去のものとなったのは，
その内的な不明確さ，構想全体の不整合のためである。それは地方行政の自治体化をもたらさなかっ
た それゆえ人民にとってどうでもよいままであった。それは官僚的行政に眼に見える利益をもた
らさなかった それゆえに国家に役立たなかった。それは混乱を増加させただけかもしれない。そ
の功績のすべては，改革への最初のイニシャティヴ，そこから生じた刺激のなかにある。
ケルバーの構想は，ビーネルト内閣によって，ほとんど変更なしにもう一度提案された。この二回
目の試みも，同様に政治的効果なく失敗に終わった。今や県構想は，政府の事務机の秘密の引き出し
へ，民族団体の幹部の秘密会議へと避難した。行政改革の構想は総じて改革委員会の下におかれた。
戦争は委員会を葬り，県に再び現実性を与えた。シュテュルク内閣が計画した構想の確かな情報は世
論にまったく届かなかった。われわれの知る限りでは，首相シュテュルク伯爵は，一方ではかつての
民族団体から選ばれた人たちの狭いサークルと，他方ではポーランドクラブの代表と，クーデターに
ついて討論をおこなった。それは，１４条法令と皇帝の勅書によって，ポーランド人には県制度のない
ガリツィアの特別な地位を与え，ベーメンのドイツ人には，県を認可することで，ドイツ人の土地の
特別な地位を認めるというものであった。このクーデターは， それはかつて実際に計画され，単
なる政治的な誘惑手段や威嚇手段ではなかったとしても 行政改革でもなければ，憲法体制改革と
しても可能性のない意味不明なものであった。もしそれが無分別な一面的な作用によってオーストリ
アの諸民族（Völker）の関係をひどく損うのなら，疑いなくこの気儘な机上の仕事は直ちに引き裂か
れるであろうが，それは確実にバデニーの言語令よりもはやいであろう。
したがって，意味のないものとなった企画に多くの言葉を費やすのは無用かもしれない。代官のハ
ンデル男爵が作成した草案によって，県は行政技術的に維持できない地域区分と権限分割を示すと見
込まれていたことが知られている。それはケルバーの草案の誤りを繰り返していた。それは地方行政
ではなく，縮小された代官管区をもたらすだけで，そのうえ旧式の場合には，郡長管区とゲマインデ
を有機的に組み込むこともなく，それにその他の軍事的および非軍事的地域区分との必要な関連をつ
けることもなかった。だからそれは，行政をいっそう錯綜させ，もっと多くの職務と審級をつくりだ
し，住民には何らの権利ももたらさず，行政処理は改良も簡易化もされない。かつまた県代議機関
は，その笑うべき組み合わせで，従来のわが国の身分的似而非議会で経験してきたすべてを凌駕する
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するものだと予見される。両民族（Nationen）の労働者層はそれを憤激を持って拒絶するであろう。
ここで初めて，これらの構想の行政技術的な欠陥がわれわれの前に現われる。それらは瑣末な空間的
民族的区分の思想に支配され，それゆえ不可能な地域区分によって県をつくっている。国家行政を地
理的および経済的な関連から切り離すという行き過ぎに対して警告するのに，これで十分と言うこと
はない。ベーメンの若干の部分では，飛び地や区切られた言語島を持つ民族的境界に従って行政団体
をつくることは，実行不可能であり，行政の必要から見てもとんでもないことである。国家行政は地
域と経済とに定置するものであり，それを看過することは最大の過ちであろう。ここでも戦争は有益
な教訓を与えてくれる。ベーメンの農業的後背地とのつながりがなければ純粋に工業的な周辺地域に
食料供給できないことは簡単に証明される。いまや食料管理局は，言語の帰属や言語の混合を考慮せ
ずに工業区域を農業区域（Distrikt）とを結びつけるような食料供給圏をつくるように強制されてい
るように見える。強固な経済的必要は言語境界よりも強い。工業的な周辺地域を農業的な中央地方か
ら行政技術的に切り離すのは，その地方の両民族および全階級にとっての利益に反するものである。
問題となるのは，関連を断ち切ることではなく，経済共同体の枠内で整序することだけである。だが
その他の生活の必要，交通，道路網，労働市場等々の必要のすべてが考慮される。一般行政はそれら
に適応しなければならない。それゆえ，ベーメンに必要なのは，二言語の二重ゲマインデ（ブコヴィ
ナ！）と同様に，地理的および経済的に統一しているが，民族的には二重の県が必要で，したがっ
て，たしかに民族的な区分の視点から県の区画がおこなわれるのだが，それだけでおこなわれるべき
ではない，という思想があらかじめ確信されていなければならない。この事情は，シュテュルク－ハ
ンデルの構想では，明らかに完全に見過ごされている。したがって，これらの構想は非常に幼稚な試
みであり，民族的，政治的，行政技術的なディレッタンティズムの記念碑である。それは，僭越にも
王冠の権威と権力を濫用して，まったく未熟なごた混ぜの試みをおこない，それによって帝国を新た
に前代未聞の混乱におとしいれようとするものである。
ドイツ人と官僚層にとっては屈辱的で，民主主義の友にとっては慰めとなるのは，若返ったポーラ
ンド人クラブが，ガリツィアのために憲法の起草を主張しているという事実である。そこでは県は地
方（Landschaften）の名前で受け入れられ，自治的で，行政技術的に正しいまったく別の仕方でおこ
なわれる。いまのところ，ウクライナ人の正当な要求がそこでその程度認められるかはわからない。
だがすでに新聞報道からわかっていることは，県とゲマインデにおける民族の問題は格段に合目的的
に理解され，秩序ある行政の必要が格段に明確に認識され，考慮されているとのことである。それゆ
えまさに政府文書館の引き出しの中に忘れ去られるにふさわしいシュテュルク－ハンデル構想より
も，ガリツィアの構想の県（地方）の方に将来があるのである。
上述の提案のすべては，県を一領邦の例外的な手段と予見している。だがわれわれは，国家全体の
ために，それ自身のためではなく，われわれの公的生活を革新する大きな行政改革の一部として，そ
れを必要とする。
［原 注］
［１］ Redlich, “Englische Lokalverwaltung”, p.243 und passim.
４０１カール・レンナー『諸民族の自決権』 
－９１－
［２］ 県代議制度については，後に詳しく述べる。
［３］ 既述。§３６．B．３．
［４］ 近郊や境界は同じままではないが，数字はマリア・テレジア時代の１７５１年の１月２３日の勅令および１７８３年１０月２７
日のヨーゼフ２世の勅令に照応している。他方で，わが国の５から６までの「地方長官管区」は，その数と権限で１８４９
年６月２６日の行政組織の７県に近い。 周知のように，この後者は１８５５年３月２８日の内閣令によって廃棄され，１３
の県で代替され，１８６２年まで一般行政県区画一般がなくなった。絶対主義の時代の暫定措置を度外視すれば，わが国
の県は歴史的なものである。
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